
◎
船
舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
制
限
に
関
す

る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成
二
七
年
五
月
七
日
法
律
第
一
九
号
）

一
、
提
案
理
由（
平
成
二
七
年
三
月
二
七
日
・
衆
議
院
法
務
委
員
会
）

○
上
川
国
務
大
臣

お
は
よ
う
ご
ざ
い
ま
す
。

船
舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
制
限
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案
に
つ
き
ま
し
て
、
そ
の
趣
旨
を
御
説
明
い
た
し
ま
す
。

現
行
の
船
舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
制
限
に
関
す
る
法
律
は
、
国
際
海

事
機
関
に
お
い
て
作
成
さ
れ
た
千
九
百
七
十
六
年
の
海
事
債
権
に
つ
い
て

の
責
任
の
制
限
に
関
す
る
条
約
を
改
正
す
る
千
九
百
九
十
六
年
の
議
定
書

に
準
拠
し
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
と
こ
ろ
で
、
こ
の
千
九
百
九
十
六
年
議

定
書
に
つ
い
て
は
、
成
立
後
の
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
進
行
等
に
よ
り
、

そ
こ
で
規
定
さ
れ
た
船
舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
限
度
額
が
社
会
経
済
の

実
態
に
そ
ぐ
わ
な
く
な
る
等
の
問
題
が
生
じ
た
こ
と
か
ら
、
平
成
二
十
四

年
四
月
、
国
際
海
事
機
関
に
お
い
て
、
そ
の
限
度
額
の
引
き
上
げ
を
内
容

と
す
る
改
正
が
採
択
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
改
正
は
、
平
成
二
十
七
年
六
月

八
日
に
、
全
て
の
締
約
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

た
め
、
各
締
約
国
は
、
そ
の
国
内
法
に
お
い
て
、
船
舶
の
所
有
者
等
の
責

任
の
限
度
額
を
引
き
上
げ
る
改
正
を
行
う
義
務
を
負
っ
て
お
り
ま
す
。

こ
の
法
律
案
は
、
こ
の
千
九
百
九
十
六
年
議
定
書
の
改
正
に
伴
い
、
船

舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
制
限
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
し
、
船
舶

の
所
有
者
等
の
責
任
の
限
度
額
を
一
・
五
一
倍
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
す

る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

以
上
が
、
こ
の
法
律
案
の
趣
旨
で
あ
り
ま
す
。

何
と
ぞ
、
慎
重
に
御
審
議
の
上
、
速
や
か
に
可
決
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う

お
願
い
い
た
し
ま
す
。

二
、
衆
議
院
法
務
委
員
長
報
告（
平
成
二
七
年
四
月
七
日
）

○
奥
野
信
亮
君

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
法
律
案
に
つ
き
ま
し

て
、
法
務
委
員
会
に
お
け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
申
し
上
げ

ま
す
。

本
案
は
、
千
九
百
七
十
六
年
の
海
事
債
権
に
つ
い
て
の
責
任
の
制
限
に

関
す
る
条
約
を
改
正
す
る
千
九
百
九
十
六
年
の
議
定
書
の
改
正
に
伴
い
、

船
舶
の
所
有
者
等
が
そ
の
責
任
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
債
権
に
つ
い

て
、
そ
の
責
任
の
限
度
額
を
一
・
五
一
倍
に
引
き
上
げ
よ
う
と
す
る
も
の

で
あ
り
ま
す
。

本
案
は
、
去
る
三
月
二
十
六
日
本
委
員
会
に
付
託
さ
れ
、
翌
二
十
七
日

上
川
法
務
大
臣
か
ら
提
案
理
由
の
説
明
を
聴
取
し
、
四
月
一
日
、
質
疑
を

船
舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
制
限
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

五
一



行
い
、
採
決
の
結
果
、
全
会
一
致
を
も
っ
て
原
案
の
と
お
り
可
決
す
べ
き

も
の
と
決
し
ま
し
た
。

以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

三
、
参
議
院
法
務
委
員
長
報
告（
平
成
二
七
年
四
月
二
四
日
）

○
魚
住
裕
一
郎
君

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
法
律
案
に
つ
き
ま
し

て
、
法
務
委
員
会
に
お
け
る
審
査
の
経
過
と
結
果
を
御
報
告
申
し
上
げ
ま

す
。本

法
律
案
は
、
千
九
百
七
十
六
年
の
海
事
債
権
に
つ
い
て
の
責
任
の
制

限
に
関
す
る
条
約
を
改
正
す
る
千
九
百
九
十
六
年
の
議
定
書
の
改
正
に
伴

い
、
船
舶
の
所
有
者
等
が
そ
の
責
任
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
債
権
に

つ
い
て
の
責
任
の
限
度
額
を
引
き
上
げ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
船
舶
事
故
に
お
け
る
国
際
裁
判
管
轄
及
び

準
拠
法
、
条
約
の
改
正
と
国
会
承
認
の
関
係
、
船
舶
事
故
に
お
け
る
被
害

者
保
護
を
充
実
強
化
す
る
必
要
性
、
燃
料
油
流
出
に
よ
る
汚
染
損
害
へ
の

支
援
策
拡
大
の
必
要
性
、
船
主
責
任
限
度
額
の
引
上
げ
幅
決
定
の
経
緯
、

本
件
条
約
の
未
批
准
国
に
対
す
る
批
准
の
働
き
か
け
、
外
国
船
籍
の
座
礁

船
の
放
置
問
題
へ
の
対
応
等
に
つ
い
て
質
疑
が
行
わ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の

詳
細
は
会
議
録
に
よ
っ
て
御
承
知
願
い
ま
す
。

質
疑
を
終
局
し
、
採
決
の
結
果
、
本
法
律
案
は
全
会
一
致
を
も
っ
て
原

案
ど
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し
ま
し
た
。

以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

船
舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
制
限
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

五
二


